
 令和３年度 第３回 袋井市国民健康保険運営協議会次第 

 

                                日時 令和４年１月 13 日（木）午後１時 30 分開会 

                                場所 袋井市役所５階 第１委員会室 

 

 

 

１ 開 会 

 

 

２  会長あいさつ 

 

 

３ 議 事 

 

(1) 報告事項                         

 

ア 袋井市国民健康保険税条例の一部改正の概要について      ・・・資料１    

 

イ 答申書について                       ・・・資料２ 

 

ウ 令和４年度国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率について（仮算定）                  

                                  ・・・資料３                           

 

エ 袋井市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画） 

  袋井市国民健康保険特定健康診査等実施計画の進捗状況について ・・・資料４ 

 

 

４ その他 

   

 

５ 答 申（午後２時 30 分から） 

 

 

６ 市長あいさつ 

 

 

７ 閉 会 

 

 

 



袋井市国民健康保険運営協議会委員名簿 

 

任期 令和元（平成 31）年４月１日 から 令和４年３月 31 日 (３年間) 

                          

構成区分 代表区分 氏   名 期別 備考 

公益代表 学 識 経 験 寺 田  整 １ R3.5.18～ 

被保険者代表 

あんま接骨院 安 間  台 １  

 織 田 いつ子 ３  

 金 原 則 子 ４  

 中 村 邦 子 １  

保険医及び 

保険薬剤師代表 

医 師 会 伊 藤 政 孝 ２  

医 師 会 森 下 浩 治 ４  

歯科医 師 会 小 原   信 ６  

薬 剤 師 会 増 井 洋 子 １  

公 益 代 表 

市 議 会 鈴 木 弘 睦  １ R3.5.14～ 

市 議 会 立 石 泰 広 １ R3.5.14～ 

自治会連合会 鈴 木 孝 夫 １  

被用者保険代表 
共 済 組 合 鈴 木 光 幸 １ R3.4.1～ 

健康保険組合 大 橋 弘 明 1  R3.4.1～ 

  

（事務局及び関係部署） 

市 民 生 活 部 長  乗松 里好 
市 民 生 活 部 保 険 課 長  長島 知義 
総合健康センター健康づくり課長  鈴木 立朗 
財 政 部 税 務 課 長  中川 東 
税 務 課 主 幹 兼 収 納 対 策 室 長  近藤 昭博 
健康づくり課主幹兼検診指導係長  足立 万由美 
保 険 課 主 幹 兼 保 険 給 付 係 長  藤田 晴美 
保 険 課 補 佐 兼 国 保 年 金 係 長  近藤 秀幸 
保 険 課 国 保 年 金 係 主 任  大場 拓真 

 



○袋井市国民健康保険条例（抜粋） 

（市の国民健康保険事業の運営に関する協議会の委員の定数） 

第２条 市の国民健康保険事業の運営に関する協議会（以下「協議会」という。）の委員

の定数は、次の各号に掲げる委員の区分に応じ、当該各号に定めるところによる。 

(１) 被保険者を代表する委員 ４人 

(２) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ４人 

(３) 公益を代表する委員 ４人 

(４) 被用者保険等保険者を代表する委員 ２人 

（委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

○袋井市国民健康保険運営協議会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、袋井市国民健康保険条例（平成 17 年袋井市条例第 117 号）第３条の

規定に基づき、市の国民健康保険事業の運営に関する協議会として置く袋井市国民健康

保険運営協議会（以下「協議会」という。）に関し委員の委嘱その他必要な事項を定め

るものとする。 

（委員の委嘱） 

第２条 委員は、被保険者、保険医又は薬剤師、公益及び被用者保険等保険者を代表する

者のうちから市長が委嘱する。 

（審議事項） 

第３条 協議会は、次の事項について審議するものとする。 

(１) 一部負担金の負担割合に関する事項 

(２) 保険税の賦課方法に関する事項 

(３) 保険給付の種類及び内容に関する事項 

(４) 保健事業の実施大綱の策定に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、国民健康保険事業の運営に関する事項 

２ 協議会は、前項各号に規定する事項について、市長の諮問に応じ意見を答申する。 

（招集） 

第４条 協議会の会議は、会長が招集する。ただし、会長が未決定の場合は、市長がこれ

を招集することができる。 

２ 会長は、市長の諮問があったとき、又は委員の半数以上が審議すべき事項を示して招

集を請求したときは、その諮問又は請求のあった日から７日以内に協議会を招集しなけ

ればならない。 

（定足数） 

第５条 協議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

（表決） 

第６条 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、市民生活部保険課において処理する。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、議事の手続その他協議会の運営に関し必要な事項

は、会長が定める。 

 

 



  国民健康保険運営協議会に関する法令等  ＜参考＞ 

 
○ 国民健康保険法（抜粋） 

 
（国民健康保険事業の運営に関する協議会） 
第 11 条 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより都道府県

が処理することとされている事務に係るものであって、第 75 条７第１項の規定による

国民健康保険事業費納付金の徴収、第 82 条の２第１項の規定による都道府県国民健康

保険運営方針の作成その他の重要事項に限る。）を審議させるため、都道府県に都道府

県の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 

２ 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律に定めるところにより市町村が処理

することとされている事務に係るものであって、第四章の規定による保険給付、第 76 条

第１項の規定による保険料の徴収その他の重要事項に限る。）を審議させるため、市町

村の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 

３ 前２項に定める協議会は、前２項に定めるもののほか、国民健康保険事業の運営に関

する事項（第１項に定める協議会にあってはこの法律に定めるところにより都道府県が

処理することとされている事務に係るものに限り、前項に定める協議会にあってはこの

法律の定める協議会にあってはこの事務に係るものに限る。）を審議することができる。 

４ 前３項に規定するもののほか、第１項及び第２項に定める協議会に関して必要事項は、

政令で定める。 

 

 

 

○ 国民健康保険法施行令（抜粋） 
 

（国民健康保険運営協議会の組織） 

第３条 国民健康保険事業の運営に関する協議会（第五条第一項及び附則第一条の二にお

いて「協議会」という。）は、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表

する委員及び公益を代表する委員各同数をもつて組織する。 

２ 委員の定数は、条例で定める。 

（国民健康保険運営協議会の委員の任期） 

第４条 協議会の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

（会長） 

第５条 協議会に、会長一人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこれを選

挙する。 

２ 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された委員がその職務を代行する。 

 



　　　原案の所得割・資産割・均等割の３方式の地方税法の適法性について、再度確認した。

　⑴　原案：現在予定している賦課方式（令和４年度、令和５年度）

所得割額 資産割額 均等割額 平等割額

介護分 〇 〇 〇 3

　⑵　地方税法第703条の４で定められている賦課方式

　　　　原案の賦課方式である３方式は、地方税法に規定されていない。

所得割額 資産割額 均等割額 平等割額

〇 〇 〇 〇 4

〇 〇 〇 3

〇 〇 2

　⑶　変更後の賦課方式

　　　　令和４年度、令和５年度は、所得割、資産割、均等割、平等割を賦課する４方式、

　　　令和６年度は、所得割、均等割を賦課する２方式とする。

　⑷　見直し後の介護分均等割額と平等割額

　　　　平等割は、1/3ずつ段階的に減額し、均等割は、国保税総収入額に影響がないよう

　　　調整した。

均等割額 平等割額 均等割額 平等割額 均等割額 平等割額 均等割額 平等割額

原案 12,800円 - 14,800円 -

見直し後 10,100円 3,000円 13,400円 1,500円

　⑸　見直しによる加入者負担及び市収入額への影響

　　　　見直しによる一人あたりの負担増加額、国保税収入額想定に大きな影響はない。

【令和４年度】

　　　　　 

1

国保税総収入額想定 17億6,260万円 17億6,268万円

原案 見直し

一人あたり負担増加額 2,145円 2,150円

方式

7,100円 4,500円 16,800 -

袋井市国民健康保険税条例の一部改正の概要について

現行 ４年度 ５年度 ６年度

　現在、国民健康保険税については、賦課方式及び税率（額）の改正の協議を進めているが、
令和４年度以降に予定している原案の賦課方式について、静岡県との協議の中で、介護分賦課
方式が地方税法第703条の４に適合していないことが分かったため見直しを行ったところであ
る。
　また、税率改正した場合に、所得や固定資産所有状況、家族構成などにより、税負担がどの
ようになるのかモデルケースにより試算を行った。
　ついては、介護分賦課方式の変更、条例の改正方法、国保税加入者負担のモデルケースを次
のとおり報告する。

１　介護分賦課方式の変更について

応能割 応益割
方式

法令上の
賦課方式

応能割 応益割

R4、R5

R6

見直し後

資料１

 



２ 国民健康保険税条例の改正方法について

⑴ 賦課方式及び税率（額）の見直しについて

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

所得割 5.00% → → → 5.58% 6.16% 6.75%

　令和４年度の税率（額） 【附則】 令和４年４月１日施行 資産割 30.00% → → → 20.00% 10.00% 廃止

　令和５年度　〃 〃 令和５年４月１日施行 均等割 25,300 → → → 25,900 26,600 27,300

　令和６年度　〃 〃 令和６年４月１日施行 平等割 25,700 → → → 23,500 21,400 19,200

所得割 1.40% → → → 1.62% 1.84% 2.06%

⑵ 未就学児の均等割軽減について 資産割 4.10% → → → 2.73% 1.37% 廃止

均等割 7,200 → → → 8,200 9,200 10,200

（対象者） 未就学児（０～５歳） 本市対象者：約300人 平等割 6,400 → → → 6,600 6,900 7,200

（内容） 均等割を半額に軽減する（従来、軽減されている世帯は、さらに半額に追加の軽減）。 所得割 0.95% → → → 1.19% 1.43% 1.66%

（財源） 国：1/2、県：1/4、市1/4 本市の負担額：130万円 資産割 4.50% → → → 3.00% 1.50% 廃止

均等割 7,100 → → → 10,100 13,400 16,800

⑶ 課税限度額の規定の見直しについて 平等割 4,500 → → → 3,000 1,500 廃止

医療分 540,000 580,000 610,000 630,000 650,000

支援金 190,000 → → → 200,000

介護分 160,000 → → 170,000 →

計 890,000 930,000 960,000 990,000 1,020,000

（現行） ２割軽減 500,000 510,000 520,000 → →

５割軽減 275,000 280,000 285,000 → →

（改正後） 　条例の規定を「政令に規定する額」とし、毎年度条例改正をしない。 ７割軽減 330,000 → → → →

（改正理由）

（対象） 　令和４年度税率(額）による「99万円」から「102万円」への改正の影響　　

　限度額到達世帯数「242世帯→217世帯：25世帯減」　　課税増加額：335万円　

⑷ 軽減判定所得の規定の見直しについて

（現行） 　軽減判定所得額を条例に明記。→３月に専決処分し施行（政令が定める年度）

（改正後）

（改正理由）

⑸ 上記⑵から⑷までの近隣市の対応

磐田市  本市の案のとおり、令和３年11月市議会で可決

掛川市 　 　〃　　　　　  令和４年２月市議会へ上程予定

菊川市

湖西市

2

 従来から専決により、政令が定める年度から施行

未定

軽減判定
所得額

未定

※医療分・支援金分・介護分は平成20年度から令和３年度まで改正なし

　課税限度金額を条例に明記→国民健康保険運営協議会へ諮問した上で、毎年度条例改正し、政令
が定める年度の翌年度から実施

　加入者の負担増となることから、諮問後、一年遅れでの適用をしてきたが、今回に税率改正に合
わせて政令に合わせていく。

　軽減判定所得額は、課税限度額と同様に、国において「政令で規定する額」とし、市の条例では具体的な判定
所得額を規定している。国の改正は、毎年度３月に公布されることから、市では、これまで専決処分により、政
令で定める年度に施行してきた。
　今回、政令で定める年度に施行するための条例改正を行う。

　条例の規定を「政令に規定する額」とし、毎年度条例改正をしない。

  政令に規定する額とすることで、専決処分を要せず、当年度から国に準じた軽減判定所得が適用
できる。

　令和４年度から令和６年度までの３か年の税額（率）を、本年度一括して改正し、それぞれ段階的に施行す
る。

介護分

課税限度額

　子育て世帯への経済的な負担軽減のため、国の制度により未就学児がいる世帯の均等割を半額とする。

　課税限度額は、国において「政令で規定する額」とし、市の条例では具体的な額を規定している。
　国の改正は、毎年度３月に公布されることから、市では、これまで市民への負担を考慮し、政令で定める年度
の翌年度に施行してきた。
　今回、政令で定める年度に施行するための条例改正を行う。

【令和６年度までの税率等改正の推移】

(単位：円）

区分

医療分

支援金分

【例年の国の改正スケジュール】

10月 社会保障審議会への諮問

12月 税制大綱

１月 国民健康保険法施行令 交付

３月 地方税法施行令 公布

⑵

⑶

⑷

⑴



3　税率改正に伴うモデルケース（現行と令和４年度想定税率による比較）

※　夫婦世帯は、所得者１人として算定

65歳～74歳　単身世帯 (介護分なし） 40歳代夫婦、子ども２人　４人世帯 (介護分あり）

（固定資産税：10万円） （固定資産税：なし） （固定資産税：10万円） （固定資産税：なし）

所得
現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア 所得

現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア 所得

現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア 所得

現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア

なし
７割軽減 53,400 41,900 -11,500

なし
７割軽減 19,300 19,200 -100

なし
７割軽減 92,800 82,600 -10,200

なし
７割軽減 54,200 56,900 2,700

70万円
５割軽減 83,600 74,200 -9,400

70万円
５割軽減 49,500 51,500 2,000

150万円
５割軽減 207,600 210,300 2,700

150万円
５割軽減 169,000 184,600 15,600

90万円
２割軽減 115,800 107,900 -7,900

90万円
２割軽減 81,700 85,200 3,500

200万円
２割軽減 298,600 309,200 10,600

200万円
２割軽減 260,000 283,400 23,400

200万円 199,100 199,900 800 200万円 165,000 177,200 12,200 300万円 408,200 431,000 22,800 300万円 369,600 405,300 35,700

500万円 391,100 415,900 24,800 500万円 357,000 393,200 36,200 500万円 555,200 598,800 43,600 500万円 516,600 573,100 56,500

65歳～70歳　夫婦２人世帯 (介護分なし） 30歳代夫婦、子ども1人　３人世帯 (介護分なし）

（固定資産税：10万円） （固定資産税：なし） （固定資産税：10万円） （固定資産税：なし）

所得
現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア 所得

現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア 所得

現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア 所得

現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア

なし
７割軽減 63,200 52,200 -11,000

なし
７割軽減 29,100 29,400 300

なし
７割軽減 72,900 62,400 -10,500

なし
７割軽減 38,800 39,700 900

80万円
５割軽減 106,300 98,500 -7,800

80万円
５割軽減 72,200 75,700 3,500

100万円
５割軽減 135,300 129,900 -5,400

100万円
５割軽減 101,200 107,200 6,000

120万円
２割軽減 161,000 156,800 -4,200

120万円
２割軽減 126,900 134,000 7,100

150万円
２割軽減 206,200 205,600 -600

150万円
２割軽減 172,100 182,900 10,800

200万円 231,600 234,000 2,400 200万円 197,500 211,300 13,800 300万円 328,100 340,100 12,000 300万円 294,000 317,400 23,400

500万円 423,600 450,000 26,400 500万円 389,500 427,300 37,800 500万円 456,100 484,100 28,000 500万円 422,000 461,400 39,400

50歳代　夫婦２人世帯 (介護分あり）

（固定資産税：10万円） （固定資産税：なし）

所得
現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア 所得

現行
ア

R４
イ

比較
イ－ア

なし
７割軽減 73,300 62,100 -11,200

なし
７割軽減 34,700 36,400 1,700

70万円
５割軽減 116,300 109,100 -7,200

70万円
５割軽減 77,700 83,400 5,700

120万円
２割軽減 187,800 187,500 -300

120万円
２割軽減 149,200 161,800 12,600

200万円 269,700 278,900 9,200 200万円 231,100 253,200 22,100

500万円 490,200 530,600 40,400 500万円 451,600 504,900 53,300

3

モデルＣ

モデルＢ モデルＥ

モデルＡ モデルＤ

（単位：円） （単位：円）

所得額から収入額への換算について（世帯での総所得額）

0 円 55 万円 60 万円 110 万円

70 万円 125 130 180

80 135 144 190

90 145 157 200

100 155 170 210

120 183 197 230

150 226 237 260

200 297 304 310

300 430 434 434

500 678 669 669

※営業及び農業等の事業所得は、必要経費により、それそれ異なる。

所得額 給与収入額
65歳以上65歳未満

年金収入額（雑所得以外の所得1000万円以下）

① 所得なし 34.3% ① 42.5% ① １人世帯 56.8% ① 65歳～74歳 49.8%

② 100万円超～200万円 18.7% ② 5万円超～10万円 16.3% ② ２人世帯 32.6% ② 40歳～64歳 29.4%

③ 50万円超～100万円 15.3% ③ 3万円超～５万円 13.3% ③ ３人世帯 6.5% ③ 39歳以下 20.8%

【本市の国保加入世帯の所得及び固定資産等の傾向】

固定
資産税

課税なし
加入者数所得 年齢層



 

令和４年１月 13 日  

 

 袋井市長  大 場 規 之   様 

 

                      袋井市国民健康保険運営協議会 

                      会 長   寺 田  整 

 

答   申   書      

 

 令和３年 11 月 18 日付け袋保国第 104 号により諮問のあった件について、袋井市国民健

康保険運営協議会規則（平成 17 年袋井市規則第 87 号）第３条の規定に基づき慎重に審議

した結果、当協議会の意見をとりまとめたので、別紙のとおり答申します。 

 

 

 

１ 袋井市国民健康保険税条例の一部改正について 

(1) 賦課方式及び税率（額）の見直しについて 

(2) 未就学児の均等割軽減について 

(3) 課税限度額の引き上げ及び規定の見直しについて 

 (4) 軽減判定所得の規定の見直しについて 

  

２  令和４年度国民健康保険事業の運営方針について     

(1) 税率（額）について 

(2) 税の収入率向上対策について 

(3) 資格適用や医療費の適正化について 

(4) 保健事業の推進について 

(5) 啓発、広報事業の推進について 

 

 

資料２ 



別紙 

 

１ 袋井市国民健康保険税条例の一部改正について 

⑴ 審議の経過 

国民健康保険税の賦課方式及び税率（額）の見直しについては、令和２年度の答

申において、令和３年度には具体的な税率の決定に向け、慎重に分析・検討を行う

こととし、限られた基金を有効に活用し、健全な事業運営に努めるよう求めたとこ

ろであります。 

本年度、３回にわたり当協議会において、賦課方式や税率（額）を改正した場合

の加入者負担や事業運営に必要な税収額や基金残高等を踏まえた審議を行ってまい

りました。 

⑵ 審議の内容 

国の「全世代対応型の社会保険保障制度を構築するための健康保険法等の一部を

改正する法律」に基づく、子ども（未就学児）に係る均等割の減額や課税限度額及

び軽減判定所得額の規定を「政令に規定する額」と見直しすることについて、事務

局から提案があり、審議を行いました。 

子どもの均等割額の減額については、軽減対象となる金額、また、課税限度額及

び軽減判定所得額の規定の見直しについては、改正の都度、限度額及び判定所得額

の報告の必要性について確認をいたしました。 

⑶ 答申 

袋井市国民健康保険税条例の一部改正については、事務局案が妥当であることを 

答申いたします。 

なお、「政令に規定する額」が国で示された場合には、当協議会へ具体的な課税

限度額及び軽減判定所得額とその影響について報告するよう要請いたします。 

 

 

 

 

 

 



２  令和４年度国民健康保険事業の運営方針について 

⑴ 審議の経過 

この案件については、11 月 18 日の第２回国民健康保険運営協議会において、事務

局からの提案を受け、審議を行いました。 

⑵ 審議の内容 

現行税率の賦課を継続した場合には、国民健康保険制度の構造的な問題に加え、

一人当たりの医療費の増加及び被保険者の減少により、現在の税収額や基金では県

への納付金が賄えなくなることや、県の運営方針に明記された令和９年度の県内の

「保険料（税）水準の統一」に備えるため、税率の大幅な改正が必要であります。 

この状況を踏まえ、事務局から複数の改正案の提示があり、世帯の所得及び資産

状況による税負担額や税収額、基金残高等の国民健康保険運営への影響についての

審議を行いました。 

国民健康保険加入者は、高齢者が多く税負担額等を考慮すると、県からの財政的

支援や医療費の抑制が必要、保健事業の成果が市民の健康や医療費、交付金へどの

ように影響しているのか「見える化」が必要、また、税の収納率が「94.8％」とな

っているが、更なる向上が必要などの議論をし、市民への丁寧な説明を求めました。 

⑶ 答申 

平成 30 年度からの国の制度改正により、国民健康保険制度を県と共同運営してい

る中、本市の賦課方式を県の運営方針に沿った賦課方式へ改正することが、将来に

わたり持続可能で、市民が安心して医療が受けられることに繋がると考えます。 

また、国民健康保険税の賦課方式及び税率（税）を見直す上では、加入者への税

負担の影響が、最小限となるよう配慮すべきであり、収支見通しや基金残高等、健

全な事業運営を見据える必要があります。 

以上のことから、事務局案である令和４年度国民健康保険事業の運営方針は妥当

であることを答申いたします。 

 

 

 












